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バルノック DGMについて

[EPDM用架橋助剤(3)]

有機過酸化物加硫において，架橋効率の向上，

引張強さ，伸びなどの物性改善のため架橋助剤

(Co-agent)が広く用いられている刈架橋助剤と

しては，硫黄化合物（硫黄， ノクセラー TRA),

多官能性モノマー（トリアリルイソシアヌレート，

バルノック PMなど），キノンジオキシムのバル

ノック DGM(p-p'-ジベンゾイルキノンジオキシ

ム）などがあり，硫黄化合物は機械的物性（引張強

さ，伸び，引裂き強さ）の向上，バルノック PM

などの多官能性モノマーは，加硫速度，引張応

ヵ，圧縮永久ひずみの向上，キノンギオキシムは

耐熱性の向上に効果があることが報告されてい

る2). バルノック DGMはキノイド加硫剤である

が，過酸化物加硫の助剤として有効であり，使用

されている．キノンジオキシム化合物には，

DGMのはかに GM(pーキノンジオキシム）もある

が，加硫阻害が大ぎいため（図 1)'助剤としては

不適当である．今回は， EPDMに対するバルノ

ック DGMの架橋助剤としての性能について紹介

する．

表 1の配合に基づき，過酸化物加硫に， DGM

を添加した場合の加硫挙動を図 2に示す. DGM 

の添加によって加硫速度が速くなりトルク値が大

きくなることがわかる．しかし， DGMを

1.5-3.0 phrに増量してもトルク値が上がらず

逆に低下する傾向を示す．次に，未加硫及び加硫

ゴムの特性を表 2に示し，熱老化後の恥の変化

率を図 3に示す. DGMの添加によって引張応力

及び耐熱性が向上する． しかし，圧縮永久ひずみ

の改善は認められない．また， DGMの増量(3.0

phr)では，耐熱性は変わらないか引張応力及び

圧縮永久ひずみの低下か認められ， DGMの配合

実験

表1 配合

EPDM1> 100 
ステアリン酸 0.5 
酸化亜鉛 5 

SRFプラック 70 
パラフィン系油 10 
パークミルD-402> 5 
バルノック DGM 表 2

1)中飽和度，プロピレン含量47,ムーニー粘度38(100℃) 
2) ジクミルパーオキサイド純度40%希釈品［日本池脂朦］
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図1 バルノック GMとDGMの比較

配合： EPDM 100, ステアリン酸0.5,酸化亜鉛5,SRFブラック 70,パラフィン系池 10,パークミルD-405, キノンジオキシム表中
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図2 バルノック DGM添加による加硫挙動

表2 未加硫ゴム及び加硫ゴムの特性

［三ースコーチ成1厨(±口□。
Vm 25 26 27 

ロ
...... .............. ....、● ⇔ ● ...... .......... ー・

24h 62(-4) 69(+1) 69(+2) 
H、1(タイプA)48 62(-4) 69(+1) 70(+3) 

72 64(-2) 69(+1) 70(+3) 

圧縮永久ひずみ試験51150℃,25%圧縮，大型試験片使用(170℃,20分加硫ゴム）

70h Cs(%) ¥ 14 ¥ 25 ¥ 39 

1) JIS K6300に準拠， 2)JISK6251に準拠， 3)JISK6253 
に準拠， 4)JISK6257に準拠，（ ）内は変化率を示す．但
しH,1は変化を示す. 5) ]IS K6262に準拠

2. DGM(1. 5) 
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図3 熱老化後の Enの変化率(%) [150℃熱老化］

量には最適量があり，この配合量では 1.5phr程

度が好ましいことがわかる．以上の結果から，バ

ルノック DGMは架橋助剤として有効であり，加

硫速度及び耐熱性が向上することがわかる．
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ここに記載した内容は，細心の注意を払って行

った試験に基づくものでありますが，結果をすべ

て確実に保証するものではありません．
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